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平成２４年（ワ）第３６７１号 大飯原子力発電所差止等請求事件 

原 告  竹本修三 外１１０６名 

被 告  国 外１名 

 

証 拠 説 明 書 

（原告第２準備書面関係） 

 

２０１３年（平成２５年）１２月３日 

 

京都地方裁判所第６民事部合議はＡ係 御中 

 

原告ら訴訟代理人 

                  弁 護 士    出  口  治  男 

 

                    同      渡  辺  輝  人 

外 

 

原告らは、下記のとおり証拠説明をします。 

 

記 

 

号
証 

証拠の標目 

（原本・写しの別） 
作成年月日 作成者 立証趣旨 

38 陳述書 
原

本 
H25.7.2 竹本修三 

地震発生の機序、若狭湾にお

ける地震発生の危険、想定す

べき地震動の強さ等 

39 
衆院経済産業委員

会議事録 

写

し 
H23.5.11 衆議院 

活断層から1キロメートル以

内に原発があるのは、もんじ

ゅ、敦賀、美浜の３機だけで

あると、寺坂信昭原子力安

全・保安院長が答弁したこと 

40 
参議院行政監視委

員会議事録 

写

し 
H23.5.23 参議院 

石橋克彦神戸大学名誉教授

が、浜岡原発の次にリスクの

高い原発として、若狭一帯の

原発と証言したこと 

41 
歴史地震の研究

(1) 

写

し 
S53.3.20 飯田汲事 

内陸型の直下型地震である

天正地震における被害と津

波の概要 
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号
証 

証拠の標目 

（原本・写しの別） 
作成年月日 作成者 立証趣旨 

42 新聞記事 
写

し 
H23.6.16 

しんぶん

赤旗 

天正 13 年（1586 年）の天正

大地震で、若狭湾沿岸が津波

により大きな被害を受けた

こと，被告関西電力がこれを

記した文献が存在すること

を知りながら検証せず、津波

による被害記録がないと説

明してきたこと。 

43 新聞記事 
写

し 
H23.4.29 福井新聞 

福井美浜町の常神半島東側

に過去、大津波が押し寄せ、

村が全滅したとの記録が存

在することなど。 

44 新聞記事 
写

し 
H23.12.28 中日新聞 

関西電力が過去の大津波を

否定することに対して専門

家から疑問の声が上がって

いること 

45-

1 
新聞記事 

写

し 
H24.1.11 京都新聞 

大津波否定説についての岡

村行信氏の疑問意見 45-

2 
新聞記事 

写

し 
H23.12.22 京都新聞 

46-

1 
新聞記事 

写

し 
H24.1.11 朝日新聞 津波調査への批判 

46-

2 
新聞記事 

写

し 
H23.1.11 

しんぶん

赤旗 
同上 

47 新聞記事 
写

し 
H23.12.3 京都新聞 

天橋立にある真名井原波せ

き地蔵堂に、1300 年ほど前に

起きた大地震で大津波が押

し寄せたと伝えられている

こと 

48 
舞鶴市史・通史編

（上） 

写

し 
H5.3.20 舞鶴市 

1741 年に地震による津波が

発生して 1467 名の死者を出

すなど大きな被害が発生し

たとの記載が、舞鶴市が作成

した市史に記載されている

事実 

49 新聞記事 
写

し 
H23.12.11 読売新聞 

1586 年の天正大地震の際、若

狭湾沿岸を大津波が襲い多

数の死者を出したと「兼見卿

記」に記載されているなど、

多く残されている過去の津

波被害を十分に踏まえて復

興計画を立てることが必要

だとの記事 
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号
証 

証拠の標目 

（原本・写しの別） 
作成年月日 作成者 立証趣旨 

50 

日本海の未知の大

地震による津波の

シュミレーショ

ン：若狭湾北方沖

の場合 

写

し 
H18.10.31 

石 橋 克

彦、原田

智也 

津波に関する伝承について 

51 

福島第 1原子力発

電所事故を踏まえ

た若狭地域の原子

力発電所の安全対

策の実施状況につ

いて 

写

し 
H23.7 

原子力安

全・保安

院 

原子力安全・保安院によっ

て、福島第1原発事故の経緯、

津波の高さ、同事故を踏まえ

て講じるべき措置などにつ

いて発表された内容 

52 
インターネット新

聞記事 

写

し 
H23.10.14 読売新聞 

田坂広志内閣官房参与の見

解 

53 
インターネット新

聞記事 

写

し 
H23.12.31 読売新聞 原子力安全委員会の想定 

54 

東北地方太平洋沖

地震を教訓とした

地震・津波対策に

関する専門調査会

報告 

写

し 
H23.9.28 河田恵昭 

同調査会は、あらゆる可能性

を考慮した最大クラスの巨

大な地震・津波を検討し、発

生頻度は極めて低いものの

甚大な被害をもたらす最大

クラスの津波を想定すべき

としている 

55 
インターネット新

聞記事 

写

し 
H23.8.13 毎日新聞 

纐纈一起東大教授は、「立地

を問わず、過去最大の揺れと

津波を同じ重みをもって安

全性を考慮するよう改める

べき」であり「過去最大とい

うのは、原発の敷地でこれま

でに記録したものではなく、

日本、あるいは世界で観測さ

れた最大の記録を視野に入

れることが重要」であると述

べた。 

56 

内陸部の地震によ

る工学基盤の揺れ

の強さの考え方 

写

し 
H14.6.12 

中央防災

会議 

M７．３以下の地震はどこで

も発生する可能性があると

指摘されている 

57 
震源断層より短い

活断層の長期予測 

写

し 
 

島崎邦彦

東大地震

研究所教

授 

短い活断層で起こる地震の

最大規模は M７．４であるこ

と 
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号
証 

証拠の標目 

（原本・写しの別） 
作成年月日 作成者 立証趣旨 

58 

「日本付近のおも

な被害地震年代

表」（出典：自然科

学研究機構国立天

文台が発行した

「理科年表」平成

２５年版） 

写

し 
H24.11.30 

自然科学

研究機構 

国立天文

台 

近畿地方ないし若狭湾周辺

でも巨大地震が繰り返され

てきたこと、今後も大地震が

発生する危険性が高いこと。 

 

 


